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別府市日中一時支援事業実施要綱  

 

制定 平成２８年９月２６日  

別府市告示第３２８号  

 

 （趣旨）  

第１条 この要綱は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律（平成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）第７７条

第３項の規定に基づき、日中一時支援事業（以下「事業」という。）を実

施することに関し、必要な事項を定めるものとする。  

 （目的）  

第２条 事業は、法第４条第１項に規定する障害者及び同条第２項に規定

する障害児（以下「障害者等」という。）の日中における活動の場を確保

し、障害者等に生活訓練その他の支援を行うこと及び当該障害者等を日

常的に介護している家族等に一時的な休息を確保することを目的とする。 

 （実施主体）  

第３条 事業の実施主体は、別府市とする。ただし、事業の内容及び利用

者の決定を除き、事業の実施を社会福祉法人等に委託して行うものとす

る。  

 （事業の内容）  

第４条 事業は、日中、障害福祉サービス事業所、障害者支援施設、学校

教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する学校（大学を除く。

以下「学校」という。）の空き教室等において、障害者等に活動の場を提

供し、見守り、社会に適応するための日常的な訓練その他の支援を行う

ものとする。  

２ 事業は、地域のニーズに応じて次に掲げる形態で行うものとする。  

 (1) タイムケア型（学校の放課後において日常生活活動等の指導（学校

から事業実施場所までの送迎を含む。）を行う事業の形態をいう。）  

 (2) ショートステイ型（家族等のやむを得ない事情による障害者等の一

時預かりを行う事業の形態をいう。）  

 (3) 長期休暇型（学校に在席する障害者等を対象として夏休み等におい
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て行う事業の形態をいう。）  

 （対象者）  

第５条 事業の対象者は、法第１９条第２項、第３項又は第４項の規定に

より別府市が支給決定を行うこととなる障害者等であって、日中におい

て介護する者がいないためによる一時的な見守り等の支援又は介護する

者の一時的な休息が必要と市長が認めるものとする。  

 （利用の申請）  

第６条 事業を利用しようとする障害者等（以下「申請者」という。）は、

別府市日中一時支援事業利用申請書（別記様式）を市長に提出しなけれ

ばならない。ただし、緊急やむを得ない事情により別府市日中一時支援

事業利用申請書を提出することができない場合であって、第３条の規定

により委託を受けた社会福祉法人等（以下「事業者」という。）が事業の

利用が必要と認めるときは、この限りでない。  

２ 前項ただし書に規定する場合において、事業者は、速やかにその旨を

市長に報告しなければならない。  

３ 第１項ただし書の規定により事業を利用した申請者は、速やかに別府

市日中一時支援事業利用申請書を市長に提出しなければならない。  

 （利用決定等）  

第７条 市長は、前条第１項又は第３項に規定する申請があった場合は、

速やかに内容を審査し、事業の利用を認める旨の決定（以下「利用決定」

という。）をしたときは、法第２２条第８項に規定する障害福祉サービス

受給者証（以下「受給者証」という。）にその内容を記載し、申請者に交

付するものとする。  

 （利用決定の有効期間及び更新申請）  

第８条 利用決定の有効期間は、第６条第１項に規定する申請の日が属す

る月の翌月の初日（同条第３項に規定する申請の場合にあっては同条第

１項ただし書の規定により事業を利用した日、市長が特に必要と認める

場合にあっては同条第１項に規定する申請の日）から、同日後最初に到

来する申請者の誕生日が属する月の末日までとする。ただし、その期間

が３月に満たない場合は、本文に規定する有効期間の初日から、同日か

ら１年が経過する日後最初に到来する申請者の誕生日が属する月の末日
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までとする。  

２ 前項の規定にかかわらず、申請者が障害福祉サービス（法第５条第１

項に規定する障害福祉サービスをいう。以下同じ。）と併せ、事業を利用

する場合は、利用決定の有効期間を障害福祉サービスに係る法第２３条

に規定する支給決定の有効期間に合わせることができるものとする。  

３ 利用決定を受けた申請者（以下「利用者」という。）が、有効期間の満

了後においても引き続き事業を利用しようとする場合は、有効期間の満

了の日の１月前から有効期間の満了の日までの間に第６条第１項に規定

する申請をしなければならない。  

 （利用の方法）  

第９条 利用者は、事業を利用しようとするときは、事業者に受給者証を

提示し、依頼するものとする。  

 （利用者の負担）  

第１０条  利用者は、事業に要する費用の一部を負担しなければならない。 

２ 利用者は、前項の規定により負担する費用の一部を利用料として前条

の規定により依頼した事業者に支払わなければならない。  

３ 利用料の額は、別表第１に定める金額（送迎に係るものを除く。）に基

づき算出した額に１００分の１０を乗じて得た額とする。ただし、１月

につき、別表第２に定める負担上限月額から次に掲げる利用者負担額を

控除して得た額を上限とする。  

 (1) 障害福祉サービスに係る利用者負担額  

 (2) 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２１条の５の２各号に

掲げる障害児通所支援に係る利用者負担額  

 (3) 法第７７条第１項第８号に掲げる移動支援事業に係る利用者負担

額  

４ 利用者は、利用料のほか、事業の実施に伴う材料費、食事の提供に要

する費用、日用品費その他日常生活においても通常必要となるものに係

る費用であって、利用者に負担させることが適当と認められるものの実

費を事業者に支払わなければならない。  

 （変更等の届出）  

第１１条  利用者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、速やかに市



 4 

長に届け出なければならない。  

 (1) 住所等を変更したとき。  

 (2) 心身の状況に大きな変化があったとき。  

 (3) 事業の利用を中止しようとするとき。  

 （利用決定の取消し）  

第１２条  市長は、利用者が次の各号のいずれかに該当する場合は、利用

決定を取り消すことができる。  

 (1) 第５条に規定する対象者でなくなったとき。  

 (2) 不正又は虚偽の申請により利用決定を受けたとき。  

 (3) その他市長が事業の利用を不適当と認めるとき。  

 （委託料）  

第１３条  別府市は、事業者に別表第１に定める金額を基に算出した額か

ら利用者が支払う利用料の額を控除して得た額を委託料として支払うも

のとする。  

２ 事業者は、市長に対し、事業を実施した月分の委託料を翌月１０日ま

でに請求するものとする。  

 （事業者の遵守事項）  

第１４条  事業者は、利用者に対して適切な事業の実施ができるよう、従

業者の勤務の体制を定めておかなければならない。  

２ 事業者は、事業の実施において事故が発生した場合は、市長及び障害

者等の家族等に速やかに連絡を行うとともに、必要な措置を講じなけれ

ばならない。  

３ 事業者は、従業者、会計その他利用者に対する事業の実施に関する諸

記録を整備し、事業を実施した日の属する年度の翌年度から５年間保存

しなければならない。  

４ 事業者及び従業者は、正当な理由なく事業の実施において知り得た利

用者等に関する秘密を漏らしてはならない。  

 （その他）  

第１５条  この要綱に定めるもののほか、事業の実施に関し必要な事項は、

市長が別に定める。  

   附  則  
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 この要綱は、平成２８年１０月１日から施行する。  
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別表第１（第１０条、第１３条関係）  

 (1) タイムケア型  

区分  単位  金額  

療育手帳Ａ１又はＡ２  １回につき  4,000 円  

上記以外のもの  １回につき  2,800 円  

送迎（片道）  １回につき  500 円  

 

 (2) ショートステイ型  

区分  単位  金額  

障害支援区分が１若しくは２

又は障害児支援区分が１の者  

４時間以下  1,200 円  

８時間以下  2,400 円  

１２時間以下  3,600 円  

障害支援区分が３若しくは４

又は障害児支援区分が２の者  

４時間以下  1,500 円  

８時間以下  3,100 円  

１２時間以下  4,600 円  

障害支援区分が５若しくは６

又は障害児支援区分が３の者  

４時間以下  2,200 円  

８時間以下  4,400 円  

１２時間以下  6,600 円  

重症心身障害者（児）  

４時間以下  6,000 円  

８時間以下  12,000 円  

１２時間以下  18,000 円  

送迎（片道）  １回につき  500 円  

 

 (3) 長期休暇型  

区分  単位  金額  

一律  １日につき  4,000 円  

 

備考  

 １ 障害児支援区分とは、障害児に係る厚生労働大臣が定める区分

（平成１８年厚生労働省告示第５７２号）に定める障害児の障害

の支援の区分をいう。  

 ２  障害児支援区分のいずれの区分にも該当しない障害児につい

ては、障害児支援区分が１とみなす。  

 ３ 重症心身障害者（児）とは、肢体不自由１級又は２級の身体障

害者手帳及びＡ１又はＡ２の療育手帳を重複して交付されてい

る障害者等をいう。  

 

  



 7 

別表第２（第１０条関係）  

利用者  所得区分  負担上限月額  

障害者  

生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）

による被保護世帯及び中国残留邦人等の円

滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残

留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関

する法律（平成６年法律第３０号）による

支援給付受給世帯（以下この表において「被

保護世帯等」という。）  

0 円  

市町村民税非課税世帯  0 円  

障害者（指定障害者支援施設等（法第３４

条第１項に規定する指定障害者支援施設等

をいう。以下この表において同じ。）に入所

する障害者（２０歳未満に限る。）又は療養

介護に係る支給決定を受けた障害者（２０

歳未満に限る。）に限る。）及び当該障害者

と同一の世帯に属する者の市町村民税所得

割の額を合算した額が２８万円未満の世帯  

9,300 円  

障害者（指定障害者支援施設等に入所する

障害者及び療養介護に係る支給決定を受け

た障害者を除く。）及び当該障害者と同一の

世帯に属する配偶者の市町村民税所得割の

額を合算した額が１６万円未満の世帯  

9,300 円  

上記以外の世帯  37,200 円  

障害児  

被保護世帯等  0 円  

市町村民税非課税世帯  0 円  

障害児（指定障害者支援施設等に入所する

障害児及び療養介護に係る支給決定を受け

た障害児を除く。）の保護者及び当該保護者

と同一の世帯に属する者の市町村民税所得

割の額を合算した額が２８万円未満の世帯  

4,600 円  

上記以外の世帯  37,200 円  

備考 この表の所得区分の判定に用いる市町村民税は、利用決定の有

効期間の初日が属する年度（初日が４月１日から６月３０日までの

間の場合にあっては、その前年度）分とする。  
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別記様式（第６条関係） 

年  月  日 

別府市日中一時支援事業利用申請書 

 

別府市長       あて 

 

 別府市日中一時支援事業実施要綱の規定により、下記のとおり申請します。なお、この申請書の審査

に当たり、担当者が私及び世帯員の課税台帳を閲覧することに同意します。 

申

請

者 

フリガナ  生年月日 年  月  日 

氏  名 印 個人番号 
            

居 住 地  
電話番号 

フリガナ  生年月日 年  月  日 

申請に係る 

利用者氏名 

 個人番号             

続 柄  

身体障害者 

手 帳 番 号  
 

療 育 手 帳  

番 号 
 

精神保健福祉

手 帳 番 号  
 

 

 

他
の
サ
ー
ビ
ス
利
用
の
状
況 

障害福祉

サービス 

障害支援 

区  分 
有・無 区分 １ ２ ３ ４ ５ ６ 

有効 

期間 

 

利用中のサービスの種類と内容等 

介護保険 

要介護認定 有・無 要介護度 要支援 １ ２・要介護 １ ２ ３ ４ ５ 

利用中のサービスの種類と内容等 

申請する 

支援の内容 

 

□タイムケア型 

□長期休暇型 

□ショートステイ型（     Ｈ／月） 

 

利用事業所名           

 

※申請書の提出について、下記の者を代理人として委任します。 氏名              印 

 

 （代理人）氏  名                   申請者との関係            

 

      住  所                     電話番号          
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